 使  用  貸  借  解  約  通  知  書

令和　　年　　月　　日

熊本市農業委員会会長　様
　住　所　　　　　　　　　　　　　　　
貸　人　　　　

　　　　　　　                              氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
借　人　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
下記の農地について使用貸借権設定の許可を受けましたが解約したので通知します。

記

１　土地の所在等

	土　地　の　所　在
	地　　番
	地　　　　目
	面積 (㎡)
	備　　　考

	
	
	台　帳
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　解約の年月日　　　令和　　年　　月　　日

３　解約の理由

　　・農地法第３条〔　　　　　　　　　〕と　交換・その他(　　　　　　　　　　　　　　)

　　・農地法第３条〔　　　　　　　　　〕へ売(買換予定 有・無)・贈与・その他(　　　　　)

　　・農地法第４条申請・届〔　　　　　　　　〕へ転用　　　

　　・農地法第５条申請・届〔　　　　　　　　〕へ売(買換予定 有・無)・貸借(分家・他　　)

　　・収用事業　・　・　・事業名(　　　　　　　　　　　　　　　)

・農業再開

・再設定

・その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

４　農地法第３条の許可年月日 　（昭和・平成・令和）　　年　　月　　日

５　農業者年金(経営移譲年金)について

· な　し

· 受給中(別紙を記入)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（使用貸借解約通知書経営移譲年金関係別紙）

	経営移譲終了日
	契　　　　　約　　　　　期　　　　　間
	

	昭・平・令 年  月  日
	昭･平・令　年　月　日～昭・平・令   年　 月 　日
	・当初

	昭・平・令　年　月　日
	昭･平・令　年　月　日～昭･平・令   年　 月 　日
	・再設定・延長


経営移譲年金の支給停止について

（1） 受給継続

· 例外事項該当

· 再設定済者

· その他

（2） 支給停止

この使用貸借解約通知により経営移譲年金が支給停止となることについては了承済です。

住　所                              

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印

参　考

使用貸借解約をしても経営移譲年金が支給停止とならない例

・法第３条のよる交換の場合は交換後の土地の面積が元の面積の80％以上の面積になる場合

（ただし、上記の場合でも、解約の日から１年以内に当該農地について経営移譲を終了すること）

・法第３条及び法第５条については売り渡した農地の80％以上の面積を買い換えた場合

　（ただし、代替え用地の先行取得は認められない。また、解約の日から１年以内に代替え農地について経営移譲を終了すること）

・農業用施設の転用

・分家住宅への転用

　（譲り受け後継者が住宅に供する場合、経営移譲面積の２０％以内）

　（譲り受け後継者以外の直系卑属の住宅に供する転用する場合、面積は累計10a以内。

また、この場合は全筆解約し転用許可後、残農地を解約の日から１年以内に再経営移譲すること）

・土地収用法による農地の減少、又は、収用に伴う自家住宅移転のための転用

　（ただし、土地収用法第３条に該当するものか、それに準ずるもので収用証明書が出るもの）

　（収用証明書を添付して農協を通じて基金に届け出ること）

・経営移譲の相手方を変更するとき

　（ただし、適格な相手方に解約の日から１年以内に適格な経営移譲をすること）

◎　土地収用関係以外は｢計画届｣、｢終了届｣を農協を通じて基金に届け出ること

· その他の例外もあるので詳細については年金担当にご相談して下さい。　　

